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1. 概要 

本資料は，Ｖ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」に示すとおり，溢水防護

に関する施設である水密扉付止水堰（以下「水密扉付止水堰」という。）が，基準地震

動Ｓｓによる地震力に対して，溢水伝播を防止する機能を維持するために，十分な構造

強度を有することを説明するものである。その耐震評価は，応力評価により行う。止水

性の維持を考慮して，主要な構造部材が構造健全性を維持することを確認するものであ

る。 
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水密扉付止水堰No. 名称
設置床高さ
(T.M.S.L.)

1 原子炉建屋地上4階（R5R6-RFRG）　水密扉付止水堰 31.7m

2 タービン建屋地上1階(T4-TBTC)　水密扉付止水堰 12.3m

3 タービン建屋地上1階(T7-TBTC)　水密扉付止水堰 12.3m

2. 一般事項 

2.1 検討対象の水密扉付止水堰一覧 

検討対象の水密扉付止水堰を表 2－1 に示す。 

  

表 2－1 検討対象の水密扉付止水堰一覧 
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2.2 配置概要 

水密扉付止水堰は，Ｖ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「4.1.4 

水密扉付止水堰の設計方針」に示すとおり，原子炉建屋及びタービン建屋に設置す

る。 

水密扉付止水堰の設置位置を図 2－1，図 2－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

水密扉付堰止水堰 No. 名称 

1 原子炉建屋地上 4 階（R5R6-RFRG） 水密扉付止水堰 

1 

図 2－1 水密扉付止水堰の設置位置図（原子炉建屋 T.M.S.L.31.7m） 
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水密扉付止水堰 No. 名称 

2 タービン建屋地上 1 階(T4-TBTC) 水密扉付止水堰 

3 タービン建屋地上 1 階(T7-TBTC) 水密扉付止水堰 

図 2－2 水密扉付止水堰の設置位置図（タービン建屋 T.M.S.L.12.3m） 

2 3 
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表 2－2 水密扉付止水堰の構造計画 

2.3 構造計画 

水密扉付止水堰の構造は，Ｖ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」の「3. 

要求機能及び性能目標」に示す構造計画を踏まえて，詳細な構造を設定する。水密扉

付止水堰は，水密扉部と止水堰部で構成され，それぞれの部位について構造計画を表

2－2に，使用材料を表2－3，表2－4に示す。 

 

2.3.1 水密扉付止水堰の構造 

水密扉付止水堰は，水密扉部と止水堰部で構成される。 

水密扉部は，片開型の鋼製扉とし扉板の背面に芯材を配した構造である。また，

閉鎖状態において締付装置により固定され水密性を確保する構造とする。 

止水堰部は，芯材（水平材，鉛直材），鋼製板，枠材及びアンカーボルトから

構成され，アンカーボルトにより躯体と枠材を接合する構造とする。 

水密扉付止水堰の概略構造図を図2－3に示す。 

 

 

 

計画の概要 
概略構造図 

主体構造 支持構造 

水密扉部は，片開型の鋼

製扉とし，鋼製の扉板に

芯材を取付け，扉に設置

された締付装置を鋼製の

枠材(囲い型)に差込み，

扉と枠材(囲い型)を一体

化させる構造とする。ま

た，扉と枠材(囲い型)の

接続はヒンジを介する構

造とする。 

止水堰部は，鋼製板，芯

材（水平材，鉛直材），

枠材(門型，囲い型)及び

アンカーボルトにて構成

する。 

水密扉部は，扉開放時に

おいては，ヒンジにより

扉が枠材(囲い型)に固定

され，扉閉止時において

は，締付装置により扉と

枠材(囲い型)が一体化す

る構造とする。 

止水堰部は，鋼製板を芯

材（水平材，鉛直材）が

支持し，枠材(門型)で固

定す るも のと し ，枠 材

(門型，囲い型)をアンカ

ーボルトにより躯体へ固

定する構造とする。 

図2－3 
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図 2－3 水密扉付止水堰の概略構造図 

芯材 

扉板 

Ａ-Ａ断面図 

Ａ 

Ａ 

扉板 

平面図 

立面図 

芯材（鉛直材） 

芯材（水平材） 

鋼製板 

アンカーボルト 

鋼製板 

芯材（鉛直材） 

扉板 

アンカーボルト 

枠材(囲い型) 

水密扉部立面図 

ヒンジ 

締付装置部 

扉板 

枠材(囲い型) 

枠材(門型) 

枠材(門型) 

止水堰部 

水密扉部 

枠材(門型) 枠材(門型) 

枠材(囲い型) 
止水堰部 

水密扉部 
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表 2－3 使用材料（水密扉付止水堰 No.1） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価対象部位 材質 仕様 

水密扉部 

ヒンジ 

ヒンジ板 SS400 
高さ 65mm 

厚さ 21mm 

ヒンジピン S45C 径 25mm 

ヒンジボルト SCM435 径 12mm 

締付装置部 

締付装置 SUS304 径 30mm 

締付装置 

受けピン 
S45C 径 20mm 

締付装置 

受けボルト 
SCM435 径 16mm 

止水堰部 

鋼製板 SS400 厚さ 6mm 

芯材 SS400 

H-150×75×5×7 (水平材) 

H-150×150×7×10(水平材・鉛

直材) 

H-250×125×6×9 (水平材) 

H-250×250×9×14(水平材・鉛

直材) 

H-350×350×12×19 (鉛直材) 

アンカーボルト SS400 M20 
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表 2－4 使用材料（水密扉付止水堰 No.2，No.3） 
 

 

評価対象部位 材質 仕様 

水密扉部 

ヒンジ 

ヒンジ板 SS400 
高さ 75mm 

厚さ 75mm 

ヒンジピン SUS304 径 40mm 

ヒンジボルト SS400 径 16mm 

締付装置部 

締付装置 SUS403 径 60mm 

締付装置 

受けピン 
SUS304 径 40mm 

締付装置 

受けボルト 
SCM435 M20 

止水堰部 

鋼製板 SS400 厚さ 12mm 

芯材 SS400 

H-400×200×8×13（水平材） 

C-400×100×12×12（水平材） 

H-200×100×5.5×8（鉛直材） 

アンカーボルト SS400 M20 
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2.4 評価方針 

水密扉付止水堰の耐震評価は，「3. 固有振動数及び設計用地震力」にて算出した

固有振動数に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを「4. 耐

震評価方法」に示す方法にて確認することで実施する。 

水密扉付止水堰の耐震評価フローを図 2－4 に示す。 
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図 2－4 水密扉付止水堰の耐震評価フロー 

  

基準地震動Ｓｓ 

設計用地震力＊ 

荷重及び荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

評価方法の設定 

・応力算定方法 

・断面検定方法 

評価条件の設定 

耐震評価 

固有値解析 

Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」， 

Ⅴ-2-2-5「タービン建屋の地震応答計算書」 

（水平，鉛直方向の応答加速度） 

評価対象部位の設定 

注記＊：材料物性の 

    不確かさを考慮する。 
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2.5 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－ 

（（社）日本建築学会，1999 改訂） 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改訂） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改訂） 

・日本工業規格（ＪＩＳ) 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版  

（（社）日本電気協会） 
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表 2－5 水密扉部の耐震評価に用いる記号 

Ｗ１ kN スラスト荷重

Ｇ１ kN 扉重量

ｋＨ - 水平震度

ｋＵＤ - 鉛直震度

Ｆ１ kN 転倒力

Ｆ１ａ kN 水密扉部と止水堰部の全重量を含んだ水平力

Ｌ１ mm 扉重心とヒンジ芯間距離

Ｌ２ mm ヒンジ芯間距離

Ｌ３ mm ヒンジ板の2軸間距離

Ｌ４ mm ヒンジ板と受板間距離

Ｌ５ mm 締付装置芯と締付装置受の距離

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの支持点間距離

Ｍ kN・m 曲げモーメント

Ｑ kN せん断力

ｎ１ 本 ヒンジボルトの本数

ｎ２ 本 締付装置の本数

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数

ｇ m/s
2 重力加速度

Ｔ kN 引張力

ｘ N/mm
2 組合せ応力度

σ N/mm2 曲げ応力度

σｔ N/mm
2 引張応力度

τ N/mm
2 せん断応力度

Ｚ mm
3 断面係数

Ａｓ mm
2 せん断断面積

記号 単位 定義

2.6 記号の説明 

水密扉部の耐震評価に用いる記号を表2－5に，止水堰部の耐震評価に用いる記号を

表2－6に示す。 

   

g 
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表 2－6 止水堰部の耐震評価に用いる記号 

ＦＨ kN 設計用水平地震力

ＦＶ kN 設計用鉛直地震力

ｗｓｓ kN/m 鋼製板又は芯材に作用する単位長さ当りの等分布荷重

Ｓｓ kN 基準地震動Ｓｓによる地震荷重

Ｇ２ kN 止水堰重量

ｗａ kN 枠材（囲い型）の重量

σ N/mm
2 曲げ応力度

ｘ N/mm
2 組合せ応力度

τ N/mm
2 せん断応力度

Ｍ kN・m 曲げモーメント

Ｑ kN せん断力

ｗｈ' kN/m 堰にかかる水平荷重

Ｈ mm 鋼製板の高さ

Ｚ mm3 断面係数

Ａｓ mm
2 せん断断面積

Ｔｄ kN アンカーボルト1本当りの引張力

Ｔａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

ｑ kN アンカーボルト1本当りのせん断力

Ｑａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

Ｎ 本 片側のアンカーボルトの本数

Ｌ６ mm 鋼製板の短辺長さ

Ｌ７ mm 芯材の負担幅

Ｌ８ mm 評価対象の芯材と直交方向の芯材の長さ

Ｌ９ mm 芯材全長

定義単位記号
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図 3－1 水密扉付止水堰の固有値解析モデル 

水密扉部 

止水堰部 

立面図 

ヒンジ 

締付装置部 

扉板 

扉板 

扉枠 

(a)扉閉止時 

(b)扉開放止時 

3. 固有振動数及び設計用地震力 

3.1 固有振動数の計算方法 

水密扉付止水堰の構造に応じて解析モデルを設定し，固有振動数を求める。水密扉

部と止水堰部の芯材の固有振動数を算出する。 

 

3.1.1 解析モデルの設定 

水密扉部は，扉板及び芯材の組合せにより剛な断面を有しているとともに，ヒ

ンジ及び締付装置部により扉と扉枠を固定する構造であることから，両端固定は

りに単純化したモデルとし，モデル化に用いる芯材の長さは扉幅とする。 

止水堰部は，鋼板及び芯材の組合せにより剛な断面を有している構造であるこ

とから，両端固定はりに単純化したモデルとし，モデル化に用いる芯材（水平材）

の長さは芯材（鉛直材）間距離とする。図3－1に解析モデル図を示す。 

 

 

 

 

 

  

芯材（水平材）の長さ 

（芯材（鉛直材）間距離） 

芯材(水平材) 

芯材(鉛直材) 

芯材(水平材) 
鋼製板 

芯材（水平材）の長さ 

（芯材（鉛直材）間距離） 

Ａ 

Ａ Ａ-Ａ断面図 

芯材 

芯材の長さ（扉幅） 

芯材の長さ（扉幅） 

芯材 

芯材の長さ（扉幅） 
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4.73002     ＥＩ×106 
2πＬ2      ｍ 

3.92662     ＥＩ×106 
2πＬ2      ｍ 

3.1.2 記号の説明 

固有振動数算出に用いる記号を表 3－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1.3 固有振動数の算出方法 

固有振動数ｆを「土木学会 構造力学公式集」に基づき以下の式より算出する。

ここで，扉板及び芯材の組合せによる断面を有する水密扉については水平方向の

芯材をモデル化の対象とし、鉛直方向の芯材は評価対象外とする。 

 

   (1) 水密扉部(扉閉止時)，止水堰部 

 両端固定はりモデル（芯材をモデル化） 

 

     ｆ＝ 

 

   (2) 水密扉部(扉開放時) 

     扉開放時において水密扉部は，面外方向については剛体モード（固有振動数が 

    ほぼゼロ）となり，これに伴う荷重の増幅は生じないことから，本評価において 

    は芯材が自由振動するものとして，下記の評価式にて固有振動数を算出すること 

    とした。 

 

     ヒンジ，自由端はりモデル 

 

 ｆ＝  

 

  

記号 単位 定義 

ｆ Hz 固有振動数 

Ｌ mm モデル化に用いる芯材の長さ 

Ｅ N/mm2 ヤング率 

Ｉ mm4 断面 2 次モーメント 

ｍ kg/m 単位長さ当りの質量 

表 3－1 固有振動数算出に用いる記号 
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 水密扉付止水堰No. 評価部位

長さ
Ｌ

（mm）

ヤング率
Ｅ

（N/mm2）

断面2次
モーメント

Ｉ
（mm4）

質量分布
ｍ

（kg/m）

水密扉部 805 2.05×105 1.880×106 9.20×10

止水堰部 6120 2.05×105 3.960×107 6.22×10

水密扉部 995 2.05×105 1.380×107 6.25×10

止水堰部 1165 2.05×105 4.700×108 2.47×102

水密扉部 995 2.05×105 1.380×107 6.25×10

止水堰部 1165 2.05×105 2.870×108 2.25×102

1

2

3

水密扉付
止水堰No.

評価部位

固有振動数
ｆ

（Hz）

水密扉部 352.18

止水堰部 34.01

水密扉部 765.31

止水堰部 1637.32

水密扉部 765.31

止水堰部 1341.04

1

2

3

水密扉付
止水堰No.

評価部位

固有振動数
ｆ

（Hz）

1 水密扉部 242.70

2 水密扉部 527.41

3 水密扉部 527.41

3.2 固有振動数の計算条件 

水密扉付止水堰の固有振動数の計算条件を表 3－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 固有振動数の計算結果 

水密扉付止水堰の固有振動数の計算結果を表 3－3 に示す。固有振動数は 20Hz 以上

であり，剛構造であることを確認した。 

   

表 3－2 固有振動数の計算条件 

表 3－3(1/2) 固有振動数の計算結果(水密扉部(扉閉止時)，止水堰部) 

表 3－3(2/2) 固有振動数の計算結果(水密扉部(扉開放時)) 
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水平震度 鉛直震度

1
原子炉建屋地上4階（R5R6-RFRG）

水密扉付止水堰
1.16 0.952

2
タービン建屋地上1階(T4-TBTC)

水密扉付止水堰
1.02 0.786

3
タービン建屋地上1階(T7-TBTC)

水密扉付止水堰
1.02 0.786

基準地震動Ｓｓの設計震度

名称水密扉付止水堰No. ＊

3.4 設計用地震力 

「3. 固有振動数及び設計用地震力」に示したとおり，水密扉付止水堰の固有振動

数が 20Hz 以上であることを確認したため，水密扉付止水堰の耐震評価で用いる設計

震度は，材料物性の不確かさを考慮したものとしてＶ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答

計算書」，Ｖ-2-2-5「タービン建屋の地震応答計算書」によることとし，耐震評価で 

用いる設計震度を表 3－4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表 3－4 設計震度 

注記＊：NS 方向と EW 方向の大きい方を採用する。 
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4. 耐震評価方法 

 4.1 評価対象部位 

   評価対象部位は，「2.3 構造計画」に示す水密扉付止水堰の構造上の特徴を踏ま 

  え水密扉部と止水堰部に分けて選定する。 

 

  4.1.1 水密扉部の評価対象部位 

基準地震動Ｓｓによる地震荷重により水密扉部に生じる慣性力は，ヒンジ（ヒ

ンジ板，ヒンジピン，ヒンジボルト）及び締付装置部（締付装置，締付装置受け

ピン，締付装置受けボルト）から枠材(門型)に伝達されることから，評価対象部

位をヒンジ及び締付装置部とする。 

 

4.1.2 止水堰部の評価対象部位 

止水堰部の評価対象部位は，自重及び地震に伴う慣性力が，鋼製板及び芯材か

ら枠材及びアンカーボルトへ伝わり，アンカーボルトを介して躯体に伝わること

から，鋼製板，芯材及びアンカーボルトとする。 
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

4.2.1 荷重の組合せ 

水密扉付止水堰の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ 

ここで，Ｇ ：固定荷重(kN) 

Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重(kN) 

 

4.2.2 荷重 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として水密扉付止水堰の自重を考慮する。自重は「4.5 評価条件」

に示す。 

 

(2) 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「3. 固有振動数及び設

計用地震力」で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

ここで，Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重(kN) 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

ｋ ：設計震度 
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表 4－1 鋼材の短期許容応力度 

4.3 許容限界 

4.3.1 水密扉部（ヒンジ，締付装置部） 

鋼材の許容応力度は，Ｖ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容

限界を踏まえて表 4－1 の値とする。 

 

 

材質＊2 

短期許容応力度(N/mm2) 

曲げ せん断 

SS400（ｔ≦40）＊1 235 135 

SS400（40＜ｔ≦100）＊1 215 124 

SUS304 205 118 

SUS403 390 225 

S45C 345 199 

SCM435 651 375 

注記＊1：ｔは板厚を示す。 

注記＊2：許容応力度を決定する場合の基準値Ｆは，日本工業規格（ＪＩＳ）に 

基づく。 
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表 4－2 鋼材の短期許容応力度 

4.3.2 止水堰部 

(1) 鋼製板，芯材 

鋼材の許容応力度は，Ｖ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容

限界を踏まえて表 4－2 の値とする。 

 

 

材質＊2 

短期許容応力度(N/mm2) 

曲げ せん断 

SS400（ｔ≦40）＊1 235 135 

注記＊1：ｔは板厚を示す。 

注記＊2：許容応力度を決定する場合の基準値Ｆは，日本工業規格（ＪＩＳ）に 

基づく。 

 

(2) アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は，「4.1 評価対象部位」に記載したアンカーボ

ルトに作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指針・同解説

（（社）日本建築学会，2010改定）」に基づき算定する。 

地震荷重を考慮する場合のアンカーボルトの許容応力を表4－3に示す。 

評価対象部位のアンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アンカーボ

ルトの降伏により決まる耐力，及び付着力により決まる耐力を比較して，小さい

値を採用する。せん断力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強度

により決まる許容応力，定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる許容

応力及びコーン状破壊により決まる許容応力を比較して，いずれか小さい値を採

用する。 

 

表 4－3 アンカーボルトの短期許容荷重 

材料 水密扉付堰止水堰 No. 

短期許容荷重 

引張 

（N） 

せん断 

（N） 

SS400 

1 57500 40100 

2 57500 40100 

3 57500 40100 
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図 4－1 ヒンジに生じる荷重の例 

図 4－2 ヒンジ板に生じる荷重の例 

ヒンジ板 

受板 
ヒンジボルト 

ヒンジピン 

 4.4 評価方法 

  4.4.1 水密扉部の応力算定 

   (1) ヒンジ 

ヒンジは，ヒンジ板，ヒンジピン及びヒンジボルトで構成されており，次式に

より算定するスラスト荷重（回転軸線方向荷重）及び転倒力から，各部材に発生

する応力を算定する。ここで，扉の重量は 2 箇所のヒンジで支持することから，

ヒンジに生じる転倒力には，扉上半分の重量を慣性力として作用させるものとす

る。ヒンジに生じる荷重の例を図 4－1 に示す。 

 

Ｗ１＝Ｇ１＋ｋＵＤ・Ｇ１ 

Ｆ１＝Ｗ1・Ｌ１／Ｌ２＋ｋＨ・Ｇ１／2 

 

Ｗ1   ：スラスト荷重(kN) 

Ｇ１  ：扉重量(kN) 

ｋＨ  ：水平震度 

ｋＵＤ：鉛直震度 

Ｆ１  ：転倒力(kN) 

Ｌ１  ：扉重心とヒンジ芯間距離(mm) 

Ｌ２  ：ヒンジ芯間距離(mm) 

 

a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる応力は，次式により算定する。ヒンジ板に生じる荷重の例

を図 4－2 に示す。 

 

Ｍ＝Ｗ１・Ｌ３・10-3 

Ｍ ：ヒンジ板の最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｗ１:スラスト荷重(kN) 

Ｌ３:ヒンジ板の 2 軸間距離(mm) 

 

Ｑ＝Ｗ１ 

Ｑ：ヒンジ板の最大せん断力(kN) 

 

 

 

  

L1 

F1 

F1 

L2 W1 
扉重心 

位置 
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ヒンジボルト 

b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジピンに生じる荷重

の例を図4－3に示す。 

 

Ｍ＝Ｆ１・Ｌ４・10-3 

Ｍ  ：ヒンジピンの最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｆ１：転倒力(kN) 

Ｌ４  :ヒンジ板と受板間距離(mm) 

 

Ｑ＝Ｆ１ 

Ｑ：ヒンジピンの最大せん断力(kN) 

 

 

 

 

c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジボルトに生じる

荷重の例を図4－4に示す。 

 

Ｑ＝ （Ｗ１／ｎ１）2＋（Ｆ１／ｎ１） 2 

Ｑ ：ヒンジボルトの最大せん断力(kN) 

Ｗ１：スラスト荷重(kN) 

Ｆ１：転倒力(kN) 

ｎ１：ヒンジボルトの本数(本) 

 

 

 

 

  

図 4－4 ヒンジボルトに生じる荷重の例 

Ｗ１ 

Ｆ１ 

図 4－3 ヒンジピンに生じる荷重の例 
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図 4－5 締付装置部に生じる荷重の例 

(2) 締付装置部 

締付装置部は，締付装置，締付装置受けピン及び締付装置受けボルトで構成さ

れており，生じる応力は次式により算定する。締付装置部に作用する荷重の例を

図 4－5 に示す。 

 

Ｒ１＝ｋＨ・Ｇ１／ｎ２ 

 Ｒ１ ：地震力に伴う荷重の反力(kN) 

 ｋＨ ：水平震度 

Ｇ１ ：扉重量(kN) 

ｎ２ ：締付装置の本数(本) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｒ１ 
Ｒ１ 

Ｒ１ 

Ｒ１ 

ｋＨ・Ｇ１ 
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図 4－6 締付装置に生じる荷重の例 

a. 締付装置 

締付装置に生じる応力は，次式により算定する。なお，算定に当たっては，

締付装置を片持ち梁としてモデル化し，締付装置の取付部位に応じて作用する

応力を考慮する。締付装置に生じる荷重の例を図4－6に示す。 

 

Ｍ＝Ｒ１・Ｌ５・10-3 

Ｍ  ：締付装置の最大曲げモーメント(kN・m) 

 Ｒ１：地震力に伴う荷重の反力(kN) 

 Ｌ５：締付装置の突出長さ(mm) 

 

Ｑ＝Ｒ１ 

Ｑ：締付装置の最大せん断力(kN) 

 

 

 

 

  
締付装置 

Ｌ５ 

Ｒ１ 
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図4－7 締付装置受けピンに生じる荷重の例 

b. 締付装置受けピン 

締付装置受けピンに生じる応力は，次式により算定する。なお，算定に当た

っては，締付装置受けピンを両端支持の梁としてモデル化するものとし，締付

装置受けピンに生じる荷重の例を図4－7に示す。 

 

Ｍ＝Ｒ１・Ｌｐ・10-3／4 

Ｍ  ：締付装置受けピンの最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｌｐ：締付装置受けピンの支持点間距離(mm) 

 

Ｑ＝Ｒ１／2 

Ｑ：締付装置受けピンの最大せん断力(kN) 

 

ここで，Ｒ１＝ｋＨ・Ｇ 1／ｎ２ 

Ｒ１ ：締付装置受けピンに生じる地震力に伴う荷重の反力(kN) 

 ｋＨ ：水平震度 

            Ｇ１：扉重量(kN) 

ｎ２ ：締付装置の本数(本) 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

締付装置受けピン 

締付装置 

Ｌｐ 

Ｒ１ 
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図 4－8 締付装置受けボルトに生じる荷重の例 

c. 締付装置受けボルト 

締付装置受けボルトに生じる応力は，次式により算定する。締付装置受けボ

ルトに生じる荷重の例を図4－8に示す。 

 

Ｔ＝Ｒ１／ｎｂ 

Ｔ ：締付装置受けボルトの最大引張力(kN) 

ｎｂ：締付装置受けボルトの本数(本) 

 

ここで，Ｒ１＝ｋＨ・Ｇ 1／ｎ２ 

Ｒ１ ：締付装置受けピンに生じる地震力に伴う荷重の反力(kN) 

 ｋＨ ：水平震度 

            Ｇ１：扉重量(kN) 

ｎ２ ：締付装置の本数(本) 

 

 

 

 

  
締付装置受けボルト 

Ｒ１ 
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4.4.2 水密扉部の断面検定 

各部材に生じる応力より算定する応力度等が，許容限界値以下であることを

確認する。なお，異なる荷重が同時に作用する部材については，組合せを考慮

する。 

 

(1) ヒンジ 

a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「鋼

構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005改定）」に基

づく次式により算定し，ヒンジ板の短期許容応力度以下であることを確認す

る。 

 

ｘ＝ σ2＋3・τ 2 

ｘ：組合せ応力度(N/mm2) 

ここで，σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：ヒンジ板の最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：ヒンジ板の最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：ヒンジ板の断面係数(mm3) 

 

τ ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：ヒンジ板の最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：ヒンジ板の最大せん断力(kN) 

Ａｓ：ヒンジ板のせん断断面積(mm2) 
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b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を

「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005改定）」

に基づく次式により算定し，ヒンジピンの短期許容応力度以下であることを

確認する。 

 

ｘ＝ σ2＋3・τ 2 

ｘ：組合せ応力度(N/mm2) 

ここで，σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：ヒンジピンの最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：ヒンジピンの最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：ヒンジピンの断面係数(mm3) 

 

τ ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：ヒンジピンの最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：ヒンジピンの最大せん断力(kN) 

Ａｓ：ヒンジピンのせん断断面積(mm2) 

 

c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じるせん断応力度を次式により算定し，ヒンジボルトの

短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

τ ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：ヒンジボルトの最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：ヒンジボルトの最大せん断力(kN) 

Ａｓ：ヒンジボルトのせん断断面積(mm2) 
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(2) 締付装置部 

a. 締付装置 

締付装置に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「鋼

構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005改定）」に基

づく次式により算定し，締付装置の短期許容応力度以下であることを確認す

る。 

 

ｘ＝ σ2＋3・τ 2 

ｘ：組合せ応力度(N/mm2) 

ここで，σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：締付装置の最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：締付装置の最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：締付装置の断面係数(mm3) 

 

τ ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：締付装置の最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：締付装置の最大せん断力(kN) 

Ａｓ：締付装置のせん断断面積(mm2) 

 

b. 締付装置受けピン 

締付装置受けピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力

度を「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005改

定）」に基づく次式により算定し，締付装置受けピンの短期許容応力度以下

であることを確認する。 

 

ｘ＝ σ2＋3・τ 2 

ｘ：組合せ応力度(N/mm2) 

ここで，σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：締付装置受けピンの最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：締付装置受けピンの最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：締付装置受けピンの断面係数(mm3) 

 

τ ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：締付装置受けピンの最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：締付装置受けピンの最大せん断力(kN) 

Ａｓ：締付装置受けピンのせん断断面積(mm2)  
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c. 締付装置受けボルト 

締付装置受けボルトに生じる引張応力度を次式により算定し，締付装置受

けボルトの短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

σｔ ＝（Ｔ・103）／Ａ 

σｔ ：締付装置受けボルトの最大引張応力度(N/mm2) 

Ｔ ：締付装置受けボルトの最大引張力(kN) 

Ａ ：締付装置受けボルトの断面積(mm2) 
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4.4.3 止水堰部の応力算定 

自重，地震荷重（水平方向及び鉛直方向）を受ける鋼製板，芯材に生じる曲げ

応力，せん断応力，並びにアンカーボルトに生じるせん断力に対する確認を行う

に当り，各荷重により生じる曲げモーメント，せん断力を次式により算定する。 

止水堰部に生じる力の概念図を図 4－9 に示す。 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
  
 
 

 

 

ｗｈ’ Ｈ 

図 4－9 地震時の止水堰部に生じる力の概念図 
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   (1) 鋼製板 

図 4－10 に示すとおり，鋼製板が荷重を負担する範囲が最も大きくなり，評価

上最も厳しい条件となるよう評価を実施する。 

 

a. 基準地震動Ｓｓによる地震荷重Ｓｓ 

Ｓｓ ＝Ｇ・ｋＨ 

ここで，Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重(kN) 

Ｇ ：鋼製板の固定荷重(kN) 

 

 

b. 鋼製板に作用する単位長さ当りの等分布荷重ｗｓｓ 

ｗｓｓ ＝Ｓｓ／（Ｌ６・10-3） 

ここで，ｗｓｓ ：鋼製板に作用する単位長さ当りの等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重(kN) 

Ｌ６ ：鋼製板の短辺長さ(mm) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 4－10 評価の対象とする鋼製板 

：評価の対象とする鋼製板 

Ｌ６ 
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(2) 芯材 

芯材の支持条件について，水平材は両端をピン支持に，鉛直材は脚部固定とす

る。なお，個々の芯材の断面形状と芯材に取り付く鋼製板の重量の影響を考慮す

ると，評価結果は，芯材が荷重を負担する範囲が必ずしも対応しないことから，

水平材，鉛直材ともに評価を実施するものとし，以下に図 4－11 の芯材（鉛直材）

を評価する場合の応力算定方法を示す。 

 

a. 基準地震動Ｓｓによる地震荷重Ｓｓ 

Ｓｓ ＝Ｇ・ｋＨ 

Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重(kN) 

Ｇ ：芯材と鋼製板の固定荷重(kN) 

 

b. 芯材に作用する単位長さ当りの等分布荷重ｗｓｓ 

ｗｓｓ ＝Ｓｓ・Ｌ７／（Ｌ８・Ｌ９・10-3） 

ｗｓｓ ：芯材に作用する単位長さ当りの等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重(kN) 

Ｌ７ ：芯材の負担幅(mm) 

Ｌ８ ：評価対象の芯材と直交方向の芯材の長さ(mm) 

Ｌ９ ：芯材全長(mm) 

 

 

  

図 4－11 評価の対象とする芯材 

：評価の対象とする芯材 

Ｌ７ 

Ｌ８ 

Ｌ９ 
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(3) アンカ一ボルト 

     アンカーボルトに生じる応力は，次式により算定する。ここで，アンカーボル

トに作用する荷重は，引張力又はせん断力として作用する。評価対象のアンカー

ボルトの範囲は図 4―12 に示す通りとする。ここで，評価においては止水堰部と

水密扉部の全重量を片側のアンカーボルトに作用させるものとする。アンカーボ

ルトに生じる荷重の例を図 4―12 に示す。 

 

Ｆ１a＝ｋＨ (ｗa＋Ｇ１＋Ｇ２) 

       Ｆ１a：水密扉部と止水堰部の全重量を含んだ水平力(kN) 

       ｋＨ ：水平震度 

       ｗ a  ：枠材(囲い型)の重量(kN) 

       Ｇ１ ：扉重量(kN) 

       Ｇ２ ：止水堰重量(kN) 

 

         

 

 

図 4―12 アンカーボルトに生じる荷重の例 

立面図 

平面図 

ｋ Ｈ ・ ｗ a 

ｋ Ｈ ・ Ｇ ２ ｋ Ｈ ・ Ｇ １

ｋ Ｈ ・ ｗ a 

ｋ Ｈ ・ Ｇ １

ｋ Ｈ ・ Ｇ ２

注記＊：両側のアンカーボルトのうち，アンカーボルトの本数が 

    少ない当該部位を評価対象とした。 

アンカーボルト＊ アンカーボルト  
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  4.4.4 止水堰部の断面検定 

   (1) 鋼製板 

 鋼製板に作用する最大曲げ応力度σ 

σ ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ ：鋼製板の最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ ：鋼製板の最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ ：鋼製板の断面係数(mm3) 

ここで，Ｍ ＝1／12・ｗｓｓ・（Ｌ６・10-3）2 

Ｍ ：鋼製板の最大曲げモーメント(kN・m) 

ｗｓｓ ：鋼製板に作用する単位長さ当りの等分布荷重(kN/m) 

Ｌ６ ：鋼製板の短辺長さ(mm) 

 

   (2) 芯材 

    a. 芯材に作用する最大せん断応力度τ 

τ ＝（Ｑ・103）／Ａｓ 

τ ：芯材の最大せん断応力度(N/mm2) 

Ｑ ：芯材の最大せん断力(kN) 

Ａｓ ：芯材のせん断断面積(mm2) 

ここで，Ｑ ＝ｗｓｓ・Ｌ９・10-3 

Ｑ ：芯材の最大せん断力(kN) 

ｗｓｓ ：芯材に作用する単位長さ当りの等分布荷重(kN/m) 

Ｌ９ ：芯材全長(mm) 

 

b. 芯材に作用する最大曲げ応力度σ 

σ＝（Ｍ・106）／Ｚ 

σ：芯材の最大曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ：芯材の最大曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ：芯材の断面係数(mm3) 

ここで，Ｍ＝1／2・ｗｓｓ・（Ｌ９・10-3） 2 

Ｍ ：芯材の最大曲げモーメント(kN・m) 

ｗｓｓ ：芯材に作用する単位長さ当りの等分布荷重(kN/m) 

Ｌ９ ：芯材全長(mm) 
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c. 芯材に作用する組合せ応力度 

  芯材に作用する曲げ応力度，せん断応力度を算定し，芯材の短期許容応力 

 度以下であることを確認する。また芯材に生じる曲げ応力度とせん断応力度 

 から，組合せ応力度を「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本 

 建築学会，2005 改定）」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下で 

 あることを確認する。 

 

ｘ＝ σ2＋3・τ 2 

ｘ：組合せ応力度(N/㎜ 2) 

σ：芯材の最大曲げ応力度(N/㎜ 2) 

τ：芯材の最大せん断応力度(N/㎜ 2) 

 

 

   (3) アンカーボルト 

アンカーボルト1本当りに生じる引張力又はせん断力を算定し，アンカーボ

ルトの許容応力以下であることを確認する。 

 

Ｔｄ／Ｔａ≦1.0 

ここで，Ｔｄ＝Ｆ１ａ／Ｎ 

      Ｔｄ ：アンカーボルト 1 本当りの引張力(kN) 

      Ｔａ ：アンカーボルト 1 本当りの短期許容引張力(kN) 

      Ｆ１ａ  ：水密扉部と止水堰部の全重量を含んだ水平力(kN) 

      Ｎ  ：片側のアンカーボルトの本数(本) 

 

ｑ／Ｑａ≦1.0 

ここで，ｑ＝Ｆ１ａ／Ｎ 

      ｑ   ：アンカーボルト 1 本当りのせん断力(kN) 

      Ｑａ ：アンカーボルト 1 本当りの短期許容せん断力(kN) 

      Ｆ１ａ  ：水密扉部と止水堰部の全重量を含んだ水平力(kN) 

      Ｎ  ：片側のアンカーボルトの本数(本) 
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1 2 3

Ｇ１ kN 扉重量 2.06 6.38 6.38

Ｌ１ mm 扉重心とヒンジ芯間距離 460 558 558

Ｌ２ mm ヒンジ芯間距離 1044 1720 1720

Ｗ１ kN スラスト荷重 4.09 11.4 11.4

Ｆ１ kN 転倒力 3.21 6.96 6.96

Ｌ３ mm ヒンジ板の2軸間距離 182 235 235

σ N/mm2 曲げ応力度 50.8 38.2 38.2

τ N/mm2 せん断応力度 3.00 2.03 2.03

Ｌ４ mm ヒンジ板と受板間距離 27 20 20

σ N/mm2 曲げ応力度 58.8 23.9 23.9

τ N/mm2 せん断応力度 8.74 7.39 7.39

ｎ１ 本 ヒンジボルトの本数 4 4 4

τ N/mm2 せん断応力度 20.6 28.4 28.4

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 1 4 4

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ 47 50 50

σ N/mm2 曲げ応力度 52.9 3.85 3.85

τ N/mm2 せん断応力度 5.31 0.577 0.577

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの支持点間距離 44 110 110

σ N/mm2 曲げ応力度 39.5 7.96 7.96

τ N/mm2 せん断応力度 5.99 0.649 0.649

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 2 4 4

σｔ N/mm2 引張応力度 8.95 1.75 1.75

水密扉付止水堰No.

共通

締付装置

締付装置
受けピン

締付装置
受けボルト

締付
装置部

記号 単位 定義

ヒンジ

ヒンジ板

ヒンジピン

ヒンジボルト

対象部位

4.5 評価条件 

水密扉付止水堰のうち，水密扉部の耐震評価に用いる入力値を表4－4に，止水堰部

の耐震評価に用いる入力値を表4－5に示す。 

 

 

 

 

 

  

表 4－4 水密扉部の耐震評価に用いる入力値 
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Ｚ mm3/m 鋼製板の断面係数 6.000×103 2.400×104 2.400×104

Ｈ mm 鋼製板の高さ 1510 3000 3000

Ｎ 本 片側のアンカーボルトの本数 6 14 14

Ｇ２ kN 止水堰重量 101 73.6 73.6

Ｔｄ kN アンカーボルト1本当りの引張力 20.4 11.1 11.1

ｑ kN アンカーボルト1本当りのせん断力 20.4 11.1 11.1

Ｔａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容引張力 57.5 57.5 57.5

Ｑａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力 40.1 40.1 40.1

ｗａ kN 枠材（囲い型）の重量 2.30 70.6 70.6

Ｌ６ mm 鋼製板の短辺長さ 698 1065 1065

Ｌ７
＊ mm 芯材の負担幅 3488 1165 1165

Ｌ８
＊ mm 評価対象の芯材と直交方向の芯材の長さ － 7000 7000

Ｌ９
＊ mm 芯材全長 1510 3000 3000

記号 単位
水密扉付止水堰No.

1 2
定義

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表 4－5 止水堰部の耐震評価に用いる入力値 

注記＊：検定比が最も厳しい芯材（鉛直材）の場合を示す。 
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水密扉付
止水堰No.

発生応力度
又は荷重

(N/mm2)

許容限界値

(N/mm
2
)

発生応力度/
許容限界値

ヒンジ板＊ 51.1 235 0.22

ヒンジピン
＊ 60.9 345 0.18

ヒンジボルト 20.6 375 0.06

締付装置＊ 53.7 205 0.27

締付装置受けピン
＊ 40.9 345 0.12

締付装置受けボルト 8.95 651 0.02

ヒンジ板＊ 38.3 215 0.18

ヒンジピン
＊ 27.1 205 0.14

ヒンジボルト 28.4 135 0.22

締付装置＊ 3.98 390 0.02

締付装置受けピン
＊ 7.96 205 0.04

締付装置受けボルト 1.75 651 0.01

ヒンジ板＊ 38.3 215 0.18

ヒンジピン
＊ 27.1 205 0.14

ヒンジボルト 28.4 135 0.22

締付装置＊ 3.98 390 0.02

締付装置受けピン
＊ 7.96 205 0.04

締付装置受けボルト 1.75 651 0.01

ヒンジ

締付装置部

ヒンジ

締付装置部

締付装置部

対象評価部材

ヒンジ

1

2

3

5. 評価結果 

  水密扉部の耐震評価結果を表5－1に，止水堰部の耐震評価結果を表5－2に示す。発生 

 値は許容値を満足しており，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，溢水伝播を防止す 

 る機能を維持するために，十分な構造強度を有することを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表 5－1 水密扉部の耐震評価結果 

注記＊：組合せ応力度を記載。 
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水密扉付
止水堰No.

鋼製板 曲げ 5.00 N/mm2 235 N/mm2 0.03 ＜1.0

曲げ 33.9 N/mm2 235 N/mm2 0.15 ＜1.0

せん断 10.7 N/mm2 135 N/mm2 0.08 ＜1.0

組合せ 38.6 N/mm2 235 N/mm2 0.17 ＜1.0

アンカーボルト せん断 20.4 kN 40.1 kN 0.51 ＜1.0

鋼製板 曲げ 4.17 N/mm2 235 N/mm2 0.02 ＜1.0

曲げ 33.4 N/mm2 235 N/mm2 0.15 ＜1.0

せん断 3.66 N/mm2 135 N/mm2 0.03 ＜1.0

組合せ 34.0 N/mm2 235 N/mm2 0.15 ＜1.0

アンカーボルト せん断 11.1 kN 40.1 kN 0.28 ＜1.0

鋼製板 曲げ 4.17 N/mm2 235 N/mm2 0.02 ＜1.0

曲げ 33.4 N/mm2 235 N/mm2 0.15 ＜1.0

せん断 3.66 N/mm2 135 N/mm2 0.03 ＜1.0

組合せ 34.0 N/mm2 235 N/mm2 0.15 ＜1.0

アンカーボルト せん断 11.1 kN 40.1 kN 0.28 ＜1.0

1

2

3

発生値
(応力度又は荷重)

許容限界 検定値評価対象部位

芯材

芯材

芯材

 

 

 

 

 

 

 

表 5－2 止水堰部の耐震評価結果 
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